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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第　 86 　期 第　 87 　期 第　 88 　期 第　 89 　期 第　 90 　期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 4,452,346 － － － －

経常利益（△は損失） (千円) △60,936 － － － －

当期純利益（△は損失） (千円) △177,076 － － － －

純資産額 (千円) 225,478 － － － －

総資産額 (千円) 3,439,503 － － － －

１株当たり純資産額 (円) 27.05 － － － －

１株当たり当期純利益金額

（△は損失）
(円) △21.24 － － － －

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 6.56 － － － －

自己資本利益率 (％) △59.60 － － － －

株価収益率 (倍) － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △306,035 － － － －

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 66,531 － － － －

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 396,445 － － － －

現金及び現金同等物

の期末残高
(千円) 349,252 － － － －

従業員数 (人) 99 － － － －

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３．第87期において、当社の連結子会社はトーヨーゴンドラ株式会社１社でありましたが、平成17年3月31日開催

の臨時株主総会において営業譲渡並びに解散が承認、可決され、平成17年8月25日に清算結了し解散いたしま

した。よって、当社の連結子会社に該当しないため、連結財務諸表に関する各指標は記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第　 86 　期 第　 87 　期 第　 88 　期 第　 89 　期 第　 90 　期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 4,130,718 3,515,537 2,884,883 3,082,072 3,122,628

経常利益（△は損失） (千円) △69,407 60,250 28,917 145,818 206,804

当期純利益（△は損失） (千円) △176,285 68,043 24,156 172,364 176,964

持分法を適用した場合の投

資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 897,498 897,498 897,498 897,498 897,498

発行済株式総数 (株) 8,353,645 8,353,645 8,353,645 8,353,645 8,353,645

純資産額 (千円) 327,446 401,764 432,254 591,662 760,024

総資産額 (千円) 3,371,112 3,373,083 3,024,765 3,246,463 3,213,916

１株当たり純資産額 (円) 39.29 48.27 51.98 71.20 91.53

１株当たり配当額

(内１株当たり中間配当額)
(円)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額

（△は損失）
(円) △21.15 8.17 2.90 20.73 21.30

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 9.71 11.91 14.29 18.22 23.65

自己資本利益率 (％) △44.22 18.66 5.79 33.67 26.18

株価収益率 (倍) － 15.06 69.65 9.70 4.69

配当性向 (％) － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － 274,265 53,277 218,913 31,066

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － △32,817 △45,019 △16,942 △17,824

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － △304,489 △86,882 △76,157 △121,122

現金及び現金同等物の

期末残高
(千円) － 281,689 203,065 328,878 220,998

従業員数 (人) 86 89 87 89 89

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２【沿革】

昭和32年２月 横浜市神奈川区においてコンベヤのモータープーリーを製造する目的で、工研工業株式会社と

して設立。（資本金3,000千円）

昭和33年４月 電動式ウインチを開発。

昭和34年４月 社名を東洋工研工業株式会社に変更。

昭和39年10月 本店を横浜市戸塚区へ移転。

昭和40年９月 横浜市戸塚区の本店所在地に工場を新設。

昭和48年７月 株式額面を50円に変更する目的でトーヨーコーケン株式会社（旧辰巳機工株式会社）に吸収合

併されました。

昭和48年10月 社団法人日本証券業協会東京地区協会に株式店頭登録。

昭和62年６月 将来の発展に対応すべく、冷凍、空調設備機器、水処理設備機器等の項目を事業目的に追加。

平成６年２月 ゴンドラのレンタルを目的とした、トーヨーゴンドラ株式会社を設立。

平成10年６月 事業内容を明確にするため、冷凍、空調設備機器、水処理設備機器等の項目を動力機械、運搬機械

に改め、不動産の売買、賃貸借等の項目を事業目的に追加。

平成13年８月 メドマン株式会社の全株式を取得し子会社といたしました。

平成14年２月 本店を横浜市西区へ移転。

平成14年10月 子会社であるメドマン株式会社を吸収合併。

平成15年８月 本社事務所を東京都江東区へ移転。

平成16年７月 本店を山梨県南アルプス市へ移転。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年３月 トーヨーゴンドラ株式会社を営業譲渡並びに解散。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（トーヨーコーケン株式会社）及びその他の関係会社１社によ

り構成されており、ウインチ、荷揚機、コンベヤ、建設用機械及びバランサ、ロボットの製造販売、レンタルを主な事業

内容としている他に、貯蔵タンクの製造販売、住宅建築請負等の事業活動を展開しております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

ウインチ、荷揚機、コンベヤ・・・・・・

建設用機械、バランサ、ロボット

当社が製造販売しております。

　 　

貯蔵タンク、住宅建築請負・・・・・・・ その他の関係会社のトーヨーカネツ㈱が製造販売、住宅建築請

負をしております。

（事業系統図）
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（その他の関係会社）

トーヨーカネツ㈱

（注）

東京都

江東区
18,580,082

貯蔵タンク

住宅建築請負

被所有

39.3
資金援助を受けております。

（注）有価証券報告書を提出しております。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

89 42.3 14.2 5,451,243

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　当社の従業員は労働組合を結成しておりません。なお、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、前半は企業収益の改善を背景とした民間設備投資の増加や、個人消費の堅調な

推移等により、引き続き緩やかな景気回復基調で推移しましたが、期の後半からは、米国のサブプライムローン問題

に端を発した米国経済の減速懸念や株式・為替相場の変動、原油価格の高騰及び原材料価格の高止まりなどが続

き、これら不安定要素により景気は緩やかな回復基調から踊り場状態へと移行し始めました。

　当社を取り巻く事業環境としましては、建設関連では、公共部門に比較し堅調であった民間部門が、昨年６月に施

行された改正建築基準法による建築確認申請手続きの厳格化に伴う住宅着工件数の減少の影響を受け減速感が顕

著になったほか、公共部門は国・地方公共団体の厳しい財政状況を反映し、引き続き縮小傾向が続きました。また、

物流関連では、好調な企業収益に下支えされ、業種間格差はあるものの工場の新設や製造ラインの高度化投資など、

民間設備投資は総じて堅調に推移いたしました。

　このような情勢のもと、当社は、平成19年２月には創立50周年の節目を迎え、今期は次の50年に向けて意識も新た

に歩み出したところです。また、当事業年度は「新中期３カ年経営計画」の第２年度に当たり、「累積損失の一掃と

復配の実施」という経営課題に道筋を付けるという意味で非常に大事な時期と捉え、全社を挙げて「競争力の強

化」を目指し、中核事業であるウインチとバランサの両部門に経営資源を集中し、積極的に顧客ニーズに応え、利益

率重視の受注活動を展開するとともに効率的な生産・開発体制を構築し、収益の極大化を図ることを第一義として

取り組んでまいりました。

　具体的な活動としては、営業部門では、前事業年度に市場投入した新製品「スーパーベビーホイスト」と「ウルト

ラバラマン」の育成による拡販と他社との差別化による市場シェアの拡大に注力するとともに、代理店・販売店と

の情報交換・連携を密にして受注獲得の推進を図りました。また、直販の強化を狙いに、ウインチ事業においては、

主として広域レンタル業界向けへの継続的な販売活動と新規OEM商品の育成に積極的に取り組み、他方、バランサ

事業においては、設備投資意欲が旺盛で今後成長が見込まれる有望業種(自動車、デジタル家電等)並びに有望顧客を

中心として積極的な受注活動を展開しました。特に、バランサ事業においては、当社バランサ製品（商標バラマン）

の市場認知度向上のため、「ファインテック・ジャパン」や「国際太陽電池展」などの各種展示会へ積極的に出展

し、新規顧客へのＰＲ活動と新規市場の開拓活動を推進いたしました。なお、ITを活用した営業力強化の一環として、

更なる引合件数の増加と成約率の向上を図るべく、昨年12月に当社のホームページをリニューアルし、製品別導入

事例の充実を図りました。

　また、生産部門においては、原価管理の徹底、不具合作業の撲滅、製造部門の多能工化による生産効率のアップ等、

利益率向上に向けての継続的な取り組みの推進と営業支援体制を強化するための引合物件への迅速な対応（図面

データ、積算資料の共有化による見積書作成のスピードアップ）と技術者同行による提案型営業の積極的な推進に

より、製販一体となった問題解決型の物づくりと製品開発に取り組みました。

　以上の結果、当事業年度の売上高は3,122,628千円（前年同期比1.3％増）となりました。中核事業であるウインチ及

びバランサの売上高は、それぞれ前年同期比0.3％増、3.3％増と堅調に推移し、その他の部門であるコンベヤの売上

高減少分を補い増収を達成することができました。

　一方、損益面につきましては、ウインチ、バランサなど主力製品の売上高が堅調であったことに加え、採算重視の営

業活動の徹底、製造経費の節減を図り生産効率化に努めた結果、売上総利益率が前年同期比1.4ポイント改善したこ

と、販売費及び一般管理費についても圧縮に努めたことより、営業利益231,975千円(前年同期比36.9%増)、経常利益

206,804千円（前年同期比41.8%増）を確保することができました。

　また、特別利益として受取補償金3,388千円など3,708千円、特別損失として固定資産除却損4,954千円など6,953千

円、過年度法人住民税19,883千円をそれぞれ計上したことにより、当期純利益は176,964千円（前年同期比2.7%増）

となりました。
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(2) キャッシュ・フローの分析

　当事業年度における現金及び現金同等物は、前事業年度末比107,880千円減少し220,998千円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、31,066千円のプラスとなりました。これは、税引前当期純利益を

203,559千円計上できたこと、及び割引手形の抑制による減少144,499千円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、17,824千円のマイナスとなりました。これは、借地権付建物の売

却15,652千円、貸付金の回収1,285千円、建物補修、金型などの有形固定資産の取得25,545千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、121,122千円のマイナスとなりました。これは、長期株主借入金

の約定返済により112,800千円減少したことによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当事業年度の製品種類別の生産実績を示すと、次のとおりであります。

製品種別
当事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

ベビー・ホイスト（千円） 432,816 93.0

ベビー・マイティ（千円） 79,361 123.2

マイティ・プラー（千円） 314,944 122.1

その他のウインチ（千円） 348,414 108.1

ＫＢＫシステム（千円） 8,275 66.7

荷揚機（千円） 118,366 81.7

コンベヤ（千円） 234,961 88.6

搬送設備機器（千円） 1,343,056 102.7

ゴンドラリース（千円） 10,401 43.0

その他（千円） 278,610 109.5

合　　計（千円） 3,169,209 101.6

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(3）販売実績

当事業年度の製品種類別の販売実績を示すと、次のとおりであります。

製品種別
当事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

ベビー・ホイスト（千円） 384,495 85.5

ベビー・マイティ（千円） 75,717 101.2

マイティ・プラー（千円） 296,301 114.3

その他のウインチ（千円） 354,497 113.2

ＫＢＫシステム（千円） 8,275 66.7

荷揚機（千円） 117,410 77.9

コンベヤ（千円） 238,652 89.3

搬送設備機器（千円） 1,358,264 106.5

ゴンドラリース（千円） 10,401 43.0

その他（千円） 278,610 109.2

合　　計（千円） 3,122,628 101.3

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1) 現状の認識について

　米国経済の減速化、急激な円高による輸出採算の悪化、原油及び原材料価格の高騰など、企業を取り巻く収益環境が

急速に悪化してきており、今後はコスト対策なども含めた企業の経営力が一段と問われる厳しい事業環境となること

が予想されます。また、建設関連では、改正建築基準法の影響が継続することが懸念されております。

(2) 当面の対処すべき課題と対処方針

　当社といたしましては、経営再建計画に従い達成した黒字体質を今後も持続させるために、新中期経営計画のメイン

テーマである「競争力の強化」すなわち「利益が生み出せる売上水準確保のための営業力強化」とそれを支える

「効率的な生産・開発体制の構築」に向けて全社を挙げて引き続き取り組んでまいります。

　当面の課題として、営業面では、前事業年度に市場投入した新製品の「スーパーベビーホイスト」と「ウルトラバラ

マン」について、主力標準機種として育成するべく製販一体となって販売促進活動・製品のシリーズ化などに取り組

んでまいります。

　また、ウインチ事業においては、「マイティ・プラー」のより安全性を考慮した新製品の開発・販売とバランサ事業

においても、引き続き新製品開発、既存機種の機能改善を推進し、競合他社との差別化を図り、営業力の強化を図って

まいります。生産面では、ISOマネジメントシステムの運用強化により、継続的な業務プロセスの検証と改善活動の推

進、在庫管理の徹底によるたな卸資産の圧縮及び原材料価格高騰への対応として複数購買による資材調達の原価低減

等の生産効率化に取り組んでまいります。

(3) 具体的な取組状況等

①　利益が生み出せる売り上げ水準確保のための営業力強化

　事業の二本柱であるウインチとバランサにおいて、従来機種より高性能・高機能である新製品「スーパーベビー

ホイスト」と「ウルトラバラマン」を前事業年度に市場投入しましたが、製販一体となって販売促進活動を強化

し、製品のシリーズ化を実現することにより新規市場・新規顧客の開拓、買い替え需要の掘起こしなどを図り、売上

拡大を目指します。

当社製品の認知度アップのため引き続き各種展示会へ出展するとともに、代理店・販売店との連携強化による販

売企画の充実及びITを活用した営業力強化の一環としてホームページの充実を図り、引合件数の増加を目指します。

また、技術部門の引合物件への迅速な対応と技術者同行による問題解決型の提案営業を推進し、成約率の向上につ

なげてまいります。

②　効率的な生産・開発体制の構築

　顧客にとって魅力ある製品を継続的に市場に供給することがメーカーの使命であり、競合他社との差別化を考慮

した新製品開発や既存機種の改良を製販一体となって推進してまいります。また、ISOマネジメントシステムの運用

強化により業務プロセスの検証と改善を推進し、原価管理・在庫管理・外注管理などの徹底により効率の良い生産

体制の構築を図ってまいります。

③　経営情報システムの再構築

　生産管理システム及び販売管理システムの機能拡充を図り、原価管理の徹底、各種営業情報の社内共有化の推進、

営業支援体制の強化を図ってまいります。

④　財務体質の強化

　利益率重視の受注活動を継続し、製造経費並びに販売費及び一般管理費の予算統制を徹底することにより、売上総

利益率、売上高営業利益率の向上を図ってまいります。

　また、在庫管理の徹底によりたな卸資産の圧縮を図り、有利子負債の削減に努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

（特定の取引先への依存について）

　当社は、主要株主であるトーヨーカネツ株式会社より資金面等の支援を受けております。当事業年度末における同社

からの借入金は1,079,624千円となっており、当事業年度末の借入金全体の70.6%と高い比率を占めております。同社の

当社に対する取引方針が変化した場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

　当事業年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

６【研究開発活動】

　当社グループの研究開発活動は、建設用機材の省力化ニーズに対応する巻上機及び荷揚機と物流生産ラインをトー

タル的にサポートするバランサ及びロボットを主力とするメーカーとして、幅広い研究開発活動を展開しておりま

す。

　当事業年度における主な研究開発の内容は次のとおりであり、当事業年度の研究開発費の総額は10,991千円でありま

す。

①　ハイブリッドタイプのバランサ

　前事業年度に業界初のハイブリッドバランサ「ウルトラバラマン」（電子制御式エアーバランサ）を市場に投入い

たしました。今後、主力標準機種として育成すべくデジタル家電、自動車、食品及び医薬品業界等を中心に新規顧客の

開拓に努めてまいります。また、エアー駆動と電子制御の組み合わせによる機能を応用し、バランサ各機種のシリーズ

化を進めてまいります。

②　ホイストの制御回路の高性能化、高機能化

　前事業年度に市場投入したマイコン制御の超高性能小型ウインチ「スーパーベビーホイスト」のシリーズ化を進め

ております。

③　低騒音タイプウインチ

　住宅地で大型ウインチを使用する際の機械音等の騒音に対し、安全性並びに環境に配慮した低騒音タイプのウイン

チ（マイティ・プラー）の開発を進めてまいります。

④　大型電動バランサ

エアーバランサでは最大荷重500kgまで標準機種として販売しておりますが、電動式バランサについても、幅広い顧

客ニーズに対応するべく、今後、大型電動バランサ（250kgタイプ）を開発してまいります。

EDINET提出書類

トーヨーコーケン株式会社(E01655)

有価証券報告書

11/56



７【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態の分析

（流動資産）

　当事業年度末における流動資産の残高は2,165,381千円となり、前事業年度末比14,487千円増加いたしました。増加し

た主な要因としましては、割引手形の抑制により受取手形が164,719千円、製品が60,075千円それぞれ増加したこと、ま

た現金及び預金が前事業年度末日銀行休業日の要因により107,880千円、売掛金が114,261千円それぞれ減少したこと

によるものであります。

（固定資産）

　当事業年度末における固定資産の残高は1,048,534千円となり、前事業年度末比47,035千円減少いたしました。減少し

た主な要因としましては、建物、機械装置などの有形固定資産が減価償却により40,604千円減少したこと、投資有価証

券の時価値下がりにより10,032千円減少したことによるものであります。

（流動負債）

　当事業年度末における流動負債の残高は1,709,576千円となり、前事業年度末比77,183千円減少いたしました。減少し

た主な要因としましては、支払手形について前事業年度末日銀行休業日の要因により68,884千円減少したことによる

ものであります。

（固定負債）

　当事業年度末における固定負債の残高は744,315千円となり、前事業年度末比123,726千円減少いたしました。減少し

た主な要因としましては、長期株主借入金の約定返済により112,800千円減少したことによるものであります。

（純資産）

　当事業年度末における純資産の残高は760,024千円となり、前事業年度末比168,362千円増加いたしました。増加した

主な要因としましては、当期純利益計上により利益剰余金が176,964千円増加したことによるものであります。

(2) 当事業年度の経営成績の分析

　当社の当事業年度の経営成績は、売上高は3,122,628千円（前年同期比1.3％増）、営業利益231,975千円（前年同期比

36.9％増）、経常利益206,804千円（前年同期比41.8％増）、当期純利益176,964千円（前年同期比2.7％増）と増収増益

となりました。

　売上高につきましては、民間設備投資が増加基調で推移したことより、設備投資が旺盛な業界に対し積極的な受注活

動を行った結果、当社の中核事業であるウインチ及びバランサの売上高がそれぞれ前年同期比0.3％増、3.3％増と順調

に伸び、その他の部門であるコンベヤの売上高減少分を補い、前年同期比1.3％の増収を達成することができました。

　損益面につきましては、主力製品の売上高が伸張したことに加え、生産効率化や製造経費圧縮に努めた結果、売上総

利益率が26.3％と前年同期比1.4ポイント向上したことにより、売上総利益は前年同期比52,751千円増加し821,534千円

となりました。また、販売費及び一般管理費におきましても経費節減に取り組んだ結果、前年同期比9,827千円減少し

589,559千円となりました。

　以上の結果、営業利益は前年同期比62,579千円増加し231,975千円、経常利益は前年同期比60,985千円増加し206,804千

円となりました。

　当期純利益につきましては、特別損失で固定資産除却損が4,954千円、過年度法人住民税が19,883千円ありましたが、

前年同期比4,599千円増加し176,964千円を確保することができました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備は、次のとおりであります。

　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額
従業員
数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

機械装置及び
運搬具
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

工具器具備品
（千円）

合計
（千円）

本社事務所

（東京都江東区）

統括業務施設

販売設備
－ － － 2,782 2,782 18

山梨事業所

（山梨県南アルプス市）

販売設備

開発研究設備

機械器具生産設備

142,910 21,617
513,145

(30,804)
24,305 701,979 59

大阪営業所

（大阪府東大阪市）
販売設備 25,554 4,811

145,805

(400)
72 176,243 5

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社の設備投資計画については、景気予測、投資効率等を総合的に勘案して、策定しております。

　なお、当事業年度末現在における重要な設備の新設、改修の予定はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
(平成20年３月31日)

提出日現在発行数
（株）

(平成20年６月25日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,353,645 8,353,645 ジャスダック証券取引所 －

計 8,353,645 8,353,645 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成14年６月25日

（注）
－ 8,353,645 － 897,498 △628,184 －

（注）欠損填補のための資本準備金の取崩であります。
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）

単元未満

株式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等

個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 8 36 3 － 806 855 －

所有株式数（単元） － 36 144 4,840 24 － 3,166 8,210 143,645

所有株式数の割合

（％）
－ 0.44 1.75 58.95 0.29 － 38.57 100.00 －

（注）１．自己株式49,820株は「個人その他」に49単元、「単元未満株式の状況」に820株含まれております。

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、２単元含まれております。

（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トーヨーカネツ株式会社 東京都江東区東砂8丁目19番20号 3,209 38.42

株式会社レオパレス２１ 東京都中野区本町2丁目54番11号 1,219 14.59

山崎商事株式会社　浦安営業所 千葉県浦安市当代島2丁目13番25号 187 2.23

九島　健二 東京都目黒区 79 0.94

阪上　輝夫 福島県いわき市 74 0.88

新島　繁子 東京都品川区 65 0.77

株式会社マナビス 千葉県浦安市千鳥15-９ 64 0.76

大澤　隆 群馬県伊勢崎市 62 0.74

衣川　美代 神奈川県横浜市青葉区 60 0.72

橋爪　泰彦 東京都大田区 60 0.71

計 － 5,080 60.81

（注）１．所有株式数は、千株未満を切り捨てております。

２．発行済株式総数に対する所有株式数の割合（％）は、小数点第３位以下を切り捨てております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区　　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　　容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 　49,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　8,161,000 8,161 －

単元未満株式 普通株式　 　 143,645 － －

発行済株式総数 8,353,645 － －

総株主の議決権 － 8,161 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

トーヨーコーケン

株式会社

山梨県南アルプス市

宮沢３０１番地
49,000 － 49,000 0.59

計 － 49,000 － 49,000 0.59

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 6,525 987,040

当期間における取得自己株式 694 71,150

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月２日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他

(－)
－ － － －

保有自己株式数 49,820 － 50,514 －

（注）当期間における取得自己株式数には、平成20年６月２日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。

３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。利益配分につきましては、業績に

応じた利益配分を基本方針とし、安定的な経営基盤を確保するための内部留保金を総合的に勘案して方針の決定を

行っております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。なお、当社は、会社法第454条

第５項の規定に基づいて「取締役会の決議により、毎年９月３０日を基準日として、中間配当を行うことができる。」

旨を定款に定めております。

　当事業年度の配当につきましては、期間損益は黒字化しているものの、過去数期間にわたり計上した多額の赤字によ

り繰越利益剰余金のマイナスを依然解消するには至らないことより、誠に遺憾ながら引き続き無配とさせていただき

ます。

　今後につきましては、安定した受注売上を確保し、恒常的に黒字が計上できる強固な企業体質の確立に努め、早期復

配に向けて努力する所存であります。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第　86　期 第　87　期 第　88　期 第　89　期 第　90　期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 121
144

※144
337 455 224

最低（円） 59
77

※77
117 196 94

（注）最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業

協会の公表のものであります。なお、第87期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のも

のであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 平成19年11月 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月 平成20年３月

最高（円） 180 145 135 123 118 114

最低（円） 126 122 117 97 99 94

（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役社長 小島　康夫 昭和23年５月24日生

昭和46年４月 トーヨーカネツ㈱入社

平成９年４月 同社物流システム事業部事業企画推進室

長

平成12年７月 同社千葉工場長

平成13年９月 当社入社、生産本部部長

平成14年10月 当社生産本部長

平成15年６月 当社取締役就任

平成18年５月 当社代表取締役社長就任(現任)

(注)４ 3

常務取締役  小澤　昭男 昭和29年２月11日生

昭和56年３月 大日機工㈱入社

昭和59年６月 同社取締役技術部長

昭和61年11月 同社営業部長

平成４年６月 メドマン㈱（旧商号大日機工㈱）取締役

営業部長

平成14年10月 当社のメドマン㈱吸収合併に伴い当社営

業本部副本部長

平成15年８月 当社営業本部本部長

平成16年７月 当社執行役員営業本部長

平成17年６月 当社取締役就任営業本部長

平成19年６月 当社常務取締役就任（現任）

(注)４ 2

取締役  藤吉　昭二 昭和28年６月10日生

昭和51年４月 トーヨーカネツ㈱入社

平成12年７月 同社経営管理統括部経理部付財務担当部

長

平成13年４月 同社管理本部経理部付財務担当部長

平成14年12月 同社執行役員

平成15年６月 当社取締役就任（現任）

平成17年７月 トーヨーカネツ㈱上席執行役員（現任）

(注)４ 3

取締役
営業本

部長
渡邉　榮治 昭和22年11月11日生

昭和46年４月 当社入社

平成14年７月 当社営業本部大阪営業所長

平成15年８月 当社営業部副本部長

平成16年７月 当社執行役員営業本部副本部長

平成19年６月 当社取締役就任営業本部長（現任）

(注)４ 2

取締役
管理本

部長
荒木　達男 昭和24年10月15日生

昭和47年４月 ㈱協和銀行（現㈱りそな銀行）入行

平成５年１月 ㈱あさひ銀行（現㈱りそな銀行）松本支

店長

平成７年４月 同行大塚支店長

平成13年11月 当社へ出向、管理本部部長

平成16年４月 トーヨーカネツ㈱入社　当社へ出向、管理

本部長

平成18年10月 当社入社管理本部長

平成19年６月 当社取締役就任管理本部長（現任）

(注)４ 3

常勤監査役  齋藤　惣之助 昭和22年１月13日生

昭和44年４月 東洋火熱工業㈱（現トーヨーカネツ㈱）

入社

昭和44年４月 当社技術部

平成11年４月 当社製造部長

平成14年10月 当社製品サービス部長

平成15年６月 当社監査役就任

平成19年６月 当社常勤監査役（現任）

(注)５ 9
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役  沖　　　洋 昭和24年４月２日生

昭和48年４月 トーヨーカネツ㈱入社

平成13年７月 同社管理本部総務・人事部総務グループ　

グループリーダー

平成16年７月 同社総務・人事部（総務担当）部長（現

任）

平成18年６月 当社監査役就任（現任）

(注)３ －

監査役  能條　輝夫 昭和19年8月10日生

昭和43年４月 東洋火熱工業㈱（現トーヨーカネツ㈱）

入社

平成３年４月 同社管理本部人事部長

平成12年７月 同社執行役員、経営管理統括部副統括部長

平成15年７月 同社執行役員、総務・人事部長

平成16年６月 同社常勤監査役就任（現任）

平成19年６月 当社監査役就任（現任）

(注)５ －

    計 22

（注）１．取締役　藤吉昭二氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役　沖洋氏及び能條輝夫氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成18年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

５．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、「常にすすんでよりよきものを造り社会のために奉仕する」ことを社是とし、事業活動を通じて企業とし

ての社会的使命と責任を果たして行けるものと考えております。「事業活動においての経営の効率性・透明性・適

法性を確保し、企業価値を向上させ、ステークホルダーの期待に応えて行くこと」が経営の最重要課題の一つであ

ると認識しており、そのためには、コーポレート・ガバナンスの充実と社内へのコンプライアンス意識の徹底が重

要な課題であると認識しております。

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システム・リスク管理体制の整備の状況

①　管理体制及び社外役員について

　当社は監査役制度を採用しており、取締役５名のうち社外取締役は１名、監査役３名のうち社外監査役は２名で

あります。

②　業務執行・経営監視の仕組み

　取締役会は法定事項、経営の基本方針並びに経営業務執行の重要事項を決定するとともに取締役の業務執行に

対する監督機能の強化を図るべく、原則として毎月１回開催しております。また、経営における意思決定の迅速化

と業務執行に対する監督機能の強化を図るため、執行役員制度を導入しております。当社の執行役員は委員会設

置会社の執行役とは異なり、法定の機関ではありませんが、取締役会によって選任され、取締役会から委嘱された

業務を執行する重要な役職であると位置付けております。

　その他、社長、取締役及び各本部の責任者である本部長・副本部長が出席し、半期並びに年度事業計画を策定、協

議する場として「事業会議」を年２回開催しているほか、実務的な経営課題の協議の場として「本部長会議」を

原則月１回開催し、経営方針等の伝達の徹底と事業計画に対する各本部の目標に対する進捗状況をチェックし、

事業運営の効率化を図っております。

　監査役は、取締役会並びに事業会議等に出席し意見を述べるほか、必要に応じて関係部門より意見を聴取すると

ともに監査法人の監査への立会いなどを行い、取締役の業務執行の適法性や効率性について幅広く検証するなど

の監査を実施しております。
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③　弁護士・会計監査人その他第三者の関与状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、指定社員　業務執行社員　石田信一氏、指定社員　業務執行社員　小

川幸伸氏であり、新日本監査法人に所属し、期末監査の他期中監査を受け、適正な情報を提供し、監査環境の整備

にも努めております。

　なお、当社の会計監査業務に係わる補助者は、公認会計士６名、その他９名であります。

　また、顧問弁護士とは顧問契約に基づき、コンプライアンス等の問題について必要に応じ助言と指導を受けてお

ります。

④　役員報酬及び監査報酬

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬は、以下のと

おりであります。

・役員報酬

　取締役に支払った報酬　　　　　　　　　　　45,870千円（うち社外取締役１名、－円）

　監査役に支払った報酬　　　　　　　　　　  10,320千円（うち社外監査役２名、1,800千円）

・監査報酬

　公認会計士法第２条１項に規定する業務に基づく報酬　　　　　　　　14,400千円

　上記以外の業務に基づく報酬はありません。

⑤　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　当社の社外取締役１名は主要株主であるトーヨーカネツ株式会社の上席執行役員が兼務しております。また、社

外監査役２名はトーヨーカネツ株式会社の現常勤監査役及び現職員が兼務しております。

　当社と社外取締役及び社外監査役との取引関係その他の利害関係については、該当事項はありません。

⑥　取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

⑦　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

⑧　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間における実施状況

　今年度において取締役会は定例及び臨時を含め12回開催し、経営の基本方針その他の重要事項を決定しました。

監査役会は15回開催され、監査の方針、業務の分担等を決定しました。また、半期毎の事業計画策定にあたっては、

社長、取締役、監査役及び本部長・副本部長が参加する事業予備会議及び事業会議を開催し、各部門目標の設定と

その施策に対し十分な審議と議論を尽くし、全社に対する事業計画の周知徹底を図っております。なお、原則月１

回開催の本部長会議において、事業計画に対する各部門の進捗状況のチェックと業務遂行上の課題とその対策等

について議論し、業務効率の向上に努めております。

⑨　中間配当の決定機関

会社法第454条第５項の規定に基づいて「取締役会の決議により、毎年９月３０日を基準日として、中間配当を

行うことができる。」旨を定款に定めております。

⑩　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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⑪　会社の機関・内部統制の関係を示す模式図

　当社のコーポレート・ガバナンス体制は下図のとおりであります。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財

務諸表については、みすず監査法人により監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事

業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表については、新日本監査法人により監査を受けて

おります。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

前事業年度　みすず監査法人

当事業年度　新日本監査法人

３．連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

1.現金及び預金   328,878   220,998  

2.受取手形 ※4,5  416,886   581,605  

3.売掛金   675,862   561,601  

4.製品   158,419   218,494  

5.原材料   494,094   514,263  

6.仕掛品   67,193   53,699  

7.前渡金   1,848   1,110  

8.前払費用   7,436   9,764  

9.その他   1,616   4,204  

貸倒引当金   △1,342   △360  

　 流動資産合計   2,150,894 66.3  2,165,381 67.4

Ⅱ　固定資産        

1.有形固定資産 ※2       

(1)建物 ※1  176,328   165,347  

(2)構築物 ※1  5,538   4,791  

(3)機械及び装置   29,614   27,602  

(4)車両運搬具   345   635  

(5)工具器具及び備品   29,144   27,421  

(6)土地 ※1  723,755   723,755  

(7)リース資産   7,797   －  

　 有形固定資産合計   972,524 30.0  949,553 29.5

2.無形固定資産        

(1)借地権   15,652   －  

(2)ソフトウェア   5,601   12,429  

(3)電話加入権   3,112   3,112  

　 無形固定資産合計   24,366 0.7  15,542 0.5

3.投資その他の資産        

(1)投資有価証券 ※1  50,159   40,127  

(2)出資金   25,822   24,520  

(3)従業員に対する
長期貸付金

  3,593   317  

(4)破産更生債権等   22,300   22,184  

(5)その他   19,108   18,474  

貸倒引当金   △22,304   △22,184  

　 投資その他の資産合計   98,679 3.0  83,438 2.6

　 固定資産合計   1,095,569 33.7  1,048,534 32.6

　 資産合計   3,246,463 100.0  3,213,916 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

1.支払手形 ※5  544,128   475,244  

2.買掛金   126,147   115,455  

3.短期借入金 ※1  450,000   450,000  

4.短期株主借入金 ※1,3  440,060   432,724  

5.１年以内に返済予定
　　の長期株主借入金

※1,3  112,800   119,400  

6.未払金   631   168  

7.未払費用   55,340   39,428  

8.未払法人税等   6,472   29,486  

9.未払消費税等   16,699   12,574  

10.前受金   1,592   822  

11.預り金   11,388   10,560  

12.前受収益   －   210  

13.賞与引当金   21,500   23,500  

　 流動負債合計   1,786,760 55.0  1,709,576 53.2

Ⅱ　固定負債        

1.長期株主借入金 ※1,3  646,900   527,500  

2.繰延税金負債   2,916   －  

3.退職給付引当金   217,305   216,415  

4.役員退職慰労引当金   320   －  

5.その他   600   400  

　 固定負債合計   868,041 26.8  744,315 23.2

　 負債合計   2,654,801 81.8  2,453,891 76.4

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

1.資本金   897,498 27.6  897,498 27.9

2.利益剰余金        

その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  △303,765   △126,801   

利益剰余金合計   △303,765 △9.3  △126,801 △3.9

3.自己株式   △6,354 △0.2  △7,341 △0.2

株主資本合計   587,377 18.1  763,355 23.7

Ⅱ　評価・換算差額等        

その他有価証券評価
差額金

  4,284 0.1  △3,330 △0.1

評価・換算差額等合計   4,284 0.1  △3,330 △0.1

純資産合計   591,662 18.2  760,024 23.6

負債純資産合計   3,246,463 100.0  3,213,916 100.0
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②【損益計算書】

 

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   3,082,072 100.0  3,122,628 100.0

Ⅱ　売上原価        

1.期首製品たな卸高  153,312   158,419   

2.当期製品製造原価 ※2 2,318,396   2,362,272   

合計  2,471,709   2,520,691   

3.他勘定振替高 ※1 －   1,103   

4.期末製品たな卸高  158,419 2,313,290 75.1 218,494 2,301,093 73.7

売上総利益   768,782 24.9  821,534 26.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※2       

1.荷造運搬費  8,874   8,270   

2.広告宣伝費  27,856   33,140   

3.役員報酬  49,220   56,190   

4.給料手当  195,000   209,575   

5.賞与引当金繰入  21,500   9,165   

6.法定福利費  35,266   33,979   

7.退職給付費用  18,341   15,385   

8.旅費交通費  81,150   77,696   

9.支払手数料  45,153   49,391   

10.委託事務費  6,000   6,000   

11.減価償却費  7,432   6,119   

12.その他の経費  103,590 599,386 19.4 84,645 589,559 18.9

　 営業利益   169,395 5.5  231,975 7.4
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

1.受取利息  90   70   

2.受取配当金  761   618   

3.賃貸料収入  45,119   19,692   

4.団体保険配当金  3,637   3,705   

5.その他  8,796 58,405 1.9 3,997 28,084 0.9

Ⅴ　営業外費用        

1.支払利息 ※6 34,699   31,519   

2.賃借料  36,564   12,188   

3.売上割引  －   5,372   

4.その他  10,719 81,982 2.7 4,174 53,254 1.7

経常利益   145,818 4.7  206,804 6.6

Ⅵ　特別利益        

1.固定資産売却益 ※3 1,400   －   

2.出資金売却益  83   －   

3.受取保険金  48,006   －   

4.貸倒引当金戻入益  4,377   －   

5.役員退職慰労引当金取崩益  －   320   

6.受取補償金  － 53,866 1.7 3,388 3,708 0.1

Ⅶ　特別損失        

1.固定資産売却損 ※4 －   1,998   

2.固定資産除却損 ※5 4,550   4,954   

3.たな卸資産評価損  861   －   

4.役員弔慰金  10,000   －   

5.社葬費用  2,717   －   

6.ゴルフ会員権評価損  7,000   －   

7.出資金売却損 　 340 25,469 0.8 － 6,953 0.2

税引前当期純利益   174,216 5.6  203,559 6.5

法人税、住民税及び事業税   1,852 0.1  6,712 0.2

過年度法人税、住民税及び事業
税

 
 － －  19,883 0.6

当期純利益   172,364 5.5  176,964 5.7
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製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  1,510,834 64.0 1,487,063 63.2

Ⅱ　労務費  408,179 17.3 405,156 17.2

Ⅲ　経費  440,975 18.7 461,402 19.6

（うち外注費）  (167,247) (157,617) 

（うち減価償却費）  (28,035) (35,042) 

当期総製造費用  2,359,989 100.0 2,353,621 100.0

期首仕掛品たな卸高  34,924  67,193  

合計  2,394,914  2,420,815  

期末仕掛品たな卸高  67,193  53,699  

他勘定振替高 ※１ 9,324  4,843  

当期製品製造原価  2,318,396  2,362,272  

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　他勘定への振替の内訳は次のとおりである。

　　　　固定資産への振替高　　　　　　　9,324千円

※１　他勘定への振替の内訳は次のとおりである。

　　　　固定資産への振替高　　　　　　　4,843千円

　２　原価計算の方法 　２　原価計算の方法

建設用機材 総合原価計算

ただし、バランサ、ロボットにつ

いては個別原価計算

同左
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日　残高（千円） 897,498 △476,130 △5,062 416,305 15,948 432,254

事業年度中の変動額       

当期純利益  172,364  172,364  172,364

自己株式の取得   △1,292 △1,292  △1,292

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

    △11,664 △11,664

事業年度中の変動額合計（千円） － 172,364 △1,292 171,072 △11,664 159,407

平成19年３月31日　残高（千円） 897,498 △303,765 △6,354 587,377 4,284 591,662

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日　残高（千円） 897,498 △303,765 △6,354 587,377 4,284 591,662

事業年度中の変動額       

当期純利益  176,964  176,964  176,964

自己株式の取得   △987 △987  △987

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

    △7,614 △7,614

事業年度中の変動額合計（千円） － 176,964 △987 175,977 △7,614 168,362

平成20年３月31日　残高（千円） 897,498 △126,801 △7,341 763,355 △3,330 760,024
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  174,216 203,559

減価償却費  38,808 44,754

退職給付引当金の増減額  5,478 △890

役員退職慰労引当金の増減額  － △320

賞与引当金の増減額  6,500 2,000

貸倒引当金の増減額  △10,822 △1,101

受取利息及び受取配当金  △852 △688

支払利息  34,699 31,519

有形固定資産除却損  4,550 4,954

有形固定資産売却損益  △1,400 1,998

出資金売却損益  257 －

売上債権の増減額  △225,196 94,041

たな卸資産の増減額  △330 △66,750

仕入債務の増減額  109,309 △79,576

未払消費税等の増減額  9,859 △4,124

割引手形の増減額  83,848 △144,499

受取保険金  △48,006 －

ゴルフ会員権評価損  7,000 －

その他  19,095 △21,157

小計  207,015 63,720

利息及び配当金の受取額  852 688

利息の支払額  △35,124 △31,491

受取保険金  48,006 －

法人税等の支払額  △1,836 △1,852

営業活動によるキャッシュ・フロー  218,913 31,066

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △28,689 △25,545

有形固定資産の売却による収入  12,000 957

無形固定資産の取得による支出  △400 △10,977

無形固定資産の売却による収入  － 15,652

投資有価証券の取得による支出  △479 △498

出資金の売却による収入  709 1,302

貸付けによる支出  △500 －

貸付金の回収による収入  417 1,285

投資活動によるキャッシュ・フロー  △16,942 △17,824

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加額  100,000 －

短期株主借入金の純増加額
（△は純減少額）

 △675,564 △7,335

長期株主借入れによる収入  613,500 －

長期株主借入金の返済による支出  △112,800 △112,800

自己株式の取得による支出  △1,292 △987

財務活動によるキャッシュ・フロー  △76,157 △121,122

 Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  125,813 △107,880

 Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  203,065 328,878

 Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 328,878 220,998
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 製品

先入先出法による原価法。ただしロボット、バランサ

については個別法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 製品

同左

(2) 原材料・仕掛品

移動平均法による原価法

(2) 原材料・仕掛品

同左

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）、リース資産については定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　８～38年

機械装置及び運搬具　　　　３～17年

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

 ────── （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。

　これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

への影響は、軽微であります。

────── （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。

　これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

への影響は、軽微であります。

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウエア

同左

 

EDINET提出書類

トーヨーコーケン株式会社(E01655)

有価証券報告書

31/56



前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、翌事業年度の支給

見込額のうち、当事業年度に帰属する部分の金額を計

上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職金支給に備えるため内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職金支給に備えるため内規に基づく期末

要支給額を計上することとしております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

会計基準変更時差異（203,313千円）については、15

年による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしております。

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額

法により按分した額を償却することとしております。

(4) 退職給付引当金

同左

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

５．リース取引の処理方法

同左

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動に関して僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっております。

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

７．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

７．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は591,662千円

であります。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財務

諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しておりま

す。

──────

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表）

１．前事業年度までは独立科目で掲記していた未収金

（当期末残高543千円）は、金額が僅少になったため、

流動資産の「その他」に含めて表示することに変更

しました。

２．未払消費税等は、金額的重要性が増したため区分掲記

することとしました。なお、前期は流動負債の「その

他」に6,839千円含まれております。

（損益計算書）

１．賞与引当金繰入は、金額的重要性が増したため区分掲

記することとしました。なお、前期は販売費及び一般

管理費の「その他の経費」に15,000千円含まれてお

ります。

（損益計算書）

１．売上割引は、金額的重要性が増したため区分掲記する

こととしました。なお、前事業年度は営業外費用の「そ

の他」に7,104千円含まれております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　担保に供している資産等は、次のとおりであります。

(1）担保提供資産簿価

※１　担保に供している資産等は、次のとおりであります。

(1）担保提供資産簿価

建物 144,957千円

構築物 5,498千円

土地 558,659千円

投資有価証券 11,372千円

計 720,488千円

建物 138,767千円

構築物      4,791千円

土地        558,659千円

投資有価証券       5,353千円

計        707,571千円

(2）担保付債務 (2）担保付債務

短期借入金 50,000千円

短期株主借入金 440,060千円

１年以内に返済予定の

長期株主借入金
112,800千円

長期株主借入金 646,900千円

計 1,249,760千円

短期借入金       50,000千円

短期株主借入金        432,724千円

１年以内に返済予定の

長期株主借入金
       119,400千円

長期株主借入金        527,500千円

計      1,129,624千円

※２　有形固定資産の減価償却累計額は1,113,351千円であ

ります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は1,069,269千円であ

ります。

※３　関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは、次のとおりであります。

※３　関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは、次のとおりであります。

短期株主借入金 440,060千円

１年以内に返済予定の

長期株主借入金
112,800千円

長期株主借入金 646,900千円

短期株主借入金        432,724千円

１年以内に返済予定の

長期株主借入金
       119,400千円

長期株主借入金        527,500千円

※４　受取手形割引高　　　　　　　　　 204,492千円 ※４　受取手形割引高　　　　　　　　　  59,993千円

※５　期末日満期手形

　　　期末日満期手形の会計処理については、手形交換

　　日をもって決済処理をしております。なお、当期

末日が金融機関の休日であったため、次の期末日

満期手形が期末残高に含まれております。

　　　受取手形　　　 15,495千円

　　　支払手形　　　124,048千円

※５　　　　　　　　──────
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１ ────── ※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

広告費　　　　 　　　　　　　　　　477千円

試験研究費　　　　　　　　　 　　　457千円

機械装置　　　　　　　　　 　　　　167千円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は11,587千円であります。

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は10,991千円であります。

※３ 固定資産売却益のうち主なもの ※３ ──────

機械装置 1,400千円 　 　

※４ ────── ※４ 固定資産売却損のうち主なもの

建物 1,998千円

※５ 固定資産除却損のうち主なもの ※５ 固定資産除却損のうち主なもの

器具備品

機械装置

車両運搬具

3,085千円

1,435千円

29千円

リース資産

機械装置

器具備品

     4,533千円

     217千円

  204千円

※６ 関係会社との取引 ※６ 関係会社との取引

 支払利息 25,814千円  支払利息 21,440千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

(株)
当事業年度増加株式数

(株)
当事業年度減少株式数

(株)
当事業年度末株式数

(株)

発行済株式     

普通株式 8,353,645 － － 8,353,645

合計 8,353,645 － － 8,353,645

自己株式     

普通株式（注） 37,692 5,603 － 43,295

合計 37,692 5,603 － 43,295

（注）自己株式の増加5,603株は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

(株)
当事業年度増加株式数

(株)
当事業年度減少株式数

(株)
当事業年度末株式数

(株)

発行済株式     

普通株式 8,353,645 － － 8,353,645

合計 8,353,645 － － 8,353,645

自己株式     

普通株式（注） 43,295 6,525 － 49,820

合計 43,295 6,525 － 49,820

（注）自己株式の増加6,525株は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載さ

れている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高は、貸借対照表に掲

記されている現金及び預金勘定であります。

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載さ

れている科目の金額との関係

同左

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．借主側

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．借主側

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械装置
及び運搬具

69,368 39,357 30,011

工具器具
及び備品

16,144 6,086 10,057

構築物 10,015 5,749 4,265

合計 95,528 51,193 44,334

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械装置
及び運搬具

69,368 47,556 21,812

工具器具
及び備品

16,144 9,315 6,829

構築物 10,015 6,862 3,152

合計 95,528 63,733 31,794

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 12,708千円

１年超 33,337千円

合計 46,045千円

１年内 12,092千円

１年超 21,245千円

合計 33,337千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 12,826千円

減価償却費相当額 11,906千円

支払利息相当額 921千円

支払リース料 13,489千円

減価償却費相当額 12,540千円

支払利息相当額 781千円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

２．貸主側

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累

計額及び期末残高

２．貸主側

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累

計額及び期末残高

 取得価額

相当額

（千円）

減価償却累

計額相当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

機械装置 50,775 42,977 7,797

合計 50,775 42,977 7,797

当事業年度において、リース契約が満了したためリー

ス物件は除却しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 6,900千円

１年超 －

合計 6,900千円

──────

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が営

業債権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利

子込み法により算定しております。

 

(3) 受取リース料及び減価償却費 (3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 16,543千円

減価償却費 6,528千円

受取リース料 7,375千円

減価償却費 3,264千円

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 

種　　　類

前事業年度(平成19年３月31日) 当事業年度(平成20年３月31日)

取得原価
（千円）

貸借対照表計
上額(千円)

差 額
(千円)

取得原価
（千円）

貸借対照表計
上額(千円)

差 額
(千円)

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えるもの

(1）株式 30,558 37,759 7,200 18,017 20,794 2,777

(2）債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小　計 30,558 37,759 7,200 18,017 20,794 2,777

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えないもの

(1）株式 － － － 13,040 6,931 △6,108

(2）債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小　計 － － － 13,040 6,931 △6,108

合　　計 30,558 37,759 7,200 31,057 27,726 △3,330

２．前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券

　該当事項はありません。

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式
12,400 12,400

４．前事業年度及び当事業年度におけるその他有価証券のうち満期があるものの債券の今後の償還予定額

　該当事項はありません。

５．前事業年度及び当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、総合型の厚生年金基金制度及び適格退職年金制度を設けております。

２．要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31日現在）

 年金資産の額 　 97,361,223千円

 年金財政計算上の給付債務の額 　 99,244,150千円

 差引額　　 　 △1,882,926千円 

(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合（平成20年３月31日現在）

 0.54％

(3) その他（平成19年３月31日現在）

過去勤務債務残高                      　　     20,838,017千円

剰余金                 　　　　 　　       　　18,955,090千円

本制度における過去勤務債務の償却方法　         期間20年の元利均等償却

なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。

３．退職給付債務に関する事項

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

(1)退職給付債務（千円） △366,685 △370,053

(2)年金資産（千円） 90,294 107,351

(3)未積立退職給付債務 (1)＋(2)（千円） △276,390 △262,702

(4)会計基準変更時差異の未処理額（千円） 51,332 44,916

(5)未認識数理計算上の差異（千円） △3,432 △4,221

(6)過去勤務債務の未処理額（千円） 11,185 5,592

(7)
貸借対照表計上額純額 (3)＋(4)＋(5)＋(6)

（千円）
△217,305 △216,415

(8)前払年金費用（千円） － －

(9)退職給付引当金 (7)－(8)（千円） △217,305 △216,415

４．退職給付費用に関する事項

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

退職給付費用（千円） 44,324 38,037

(1）勤務費用（千円） 20,829 22,297

(2）利息費用（千円） 5,127 5,500

(3）期待運用収益（減算）（千円） 304 451

(4）会計基準変更時差異の費用処理額（千円） 6,416 6,416

(5）数理計算上の差異の費用処理額（千円） 6,661 △1,317

(6) 過去勤務差異の費用処理額(千円) 5,592 5,592

５．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

(1）割引率（％） 1.5 1.5

(2）期待運用収益率（％） 0.5 0.5
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(4）会計基準変更時差異の処理年数（年） 15 15

(5）過去勤務債務の額の処理年数（年） ５  ５

(6）数理計算上の差異の処理年数（年） ５  ５

（追加情報）

当事業年度より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号平成19年５

月15日）を適用しております。
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

繰越欠損金 602,138千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 9,576千円

退職給付引当金 88,008千円

役員退職慰労引当金 129千円

賞与引当金 8,707千円

出資金 2,835千円

未払費用 4,050千円

原材料評価否認 12,396千円

繰延税金資産小計 727,843千円

評価性引当額 △727,843千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △2,916千円

繰延税金負債合計 △2,916千円

繰延税金資産(又は負債)の純額 △2,916千円

繰延税金資産  

繰越欠損金     519,853千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 9,130千円

退職給付引当金 87,648千円

賞与引当金 9,517千円

出資金 2,835千円

未払費用 129千円

原材料評価否認 14,461千円

　 　

繰延税金資産小計 643,576千円

評価性引当額 △643,576千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 －千円

繰延税金負債合計 －千円

繰延税金資産(又は負債)の純額 －千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳

法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.2％

住民税均等割 1.0％

評価性引当額 △43.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.0％

法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.0％

住民税均等割（過年度分を含む） 13.0％

評価性引当額 △43.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.0％

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 (1) 親会社等及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高

(千円)
役員の
兼任等
（人）

事業上
の関係

その他

の関係

会社

トーヨー

カネツ㈱

東京都

江東区
18,580

貯蔵タンク

住宅建築請負

（被所有）

直接39.3％

間接　 0％

―

資金の援

助、営業

上の取引

金銭の借入

（注１）
―

短期株主借入金 440,060

１年以内に返済

予定の長期株主

借入金

112,800

長期株主借入金 646,900

支払利息

（注２）
25,814 ― ―

主要

株主

㈱レオパ

レス21

東京都

中野区
55,640

アパート建設

請負

（被所有）

直接14.9％

間接　 0％

―

事務所・

倉庫の

賃借

賃借料

（注３）
36,564 ― ―

（注）　取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1）借入金利率については、市場金利等を勘案し双方協議の上決定しております。

(2）トーヨーカネツ株式会社からの借入金にあたっては、建物及び構築物148,652千円、土地513,145千円を担保に供

しております。

(3) 賃借料については、市場価格等を勘案し双方協議の上決定しております。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 (1) 親会社等及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高

(千円)
役員の
兼任等
（人）

事業上
の関係

その他

の関係

会社

トーヨー

カネツ㈱

東京都

江東区
18,580

貯蔵タンク

住宅建築請負

（被所有）

直接39.3％

間接　 0％

兼任

１名

資金の援

助、営業

上の取引

金銭の借入

（注１）

△7,335

（純額）
短期株主借入金 432,724

―

１年以内に返済

予定の長期株主

借入金

119,400

長期株主借入金 527,500

支払利息

（注２）
21,440 ― ―

主要

株主

㈱レオパ

レス21

東京都

中野区
55,640

アパート建設

請負

（被所有）

直接14.9％

間接　 0％

―

事務所・

倉庫の

賃借

賃借料

（注３）
12,188 ― ―

（注）　取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1）借入金利率については、市場金利等を勘案し双方協議の上決定しております。

(2）トーヨーカネツ株式会社からの借入金にあたっては、建物及び構築物141,885千円、土地513,145千円を担保に供

しております。

(3) 賃借料については、市場価格等を勘案し双方協議の上決定しております。なお、賃貸借契約については平成19年

８月末をもって終了しております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 71.20円

１株当たり当期純利益 20.73円

１株当たり純資産額 91.53円

１株当たり当期純利益      21.30円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　１株当たり当期純利益金額   

　　当期純利益（千円） 172,364 176,964

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　　普通株式に係る当期純利益（千円） 172,364 176,964

　　期中平均株式数（株） 8,314,469 8,307,101

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券 その他有価証券

日特エンジニアリング㈱ 21,000 12,852

㈱博多電機 38 11,400

㈱協和日成 14,000 5,600

前澤工業㈱ 20,280 5,374

フルサト工業㈱ 1,500 1,500

㈱西日本コーケン 20 1,000

㈱ワットマン 8,000 920

トラスコ中山㈱ 550 842

㈱山善 1,848 637

その他 468 0

計 67,705 40,127
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期
末残高
（千円）

有形固定資産        

建物 663,858 4,670 32,863 635,665 470,318 12,734 165,347

構築物 61,711 － 810 60,901 56,109 708 4,791

機械及び装置 266,220 5,131 3,123 268,228 240,625 6,925 27,602

車両運搬具 3,000 460 － 3,460 2,824 169 635

工具器具及び備品 316,553 15,284 5,026 326,811 299,390 16,803 27,421

土地 723,755 － － 723,755 － － 723,755

リース資産 50,775 － 50,775 － － 3,264 －

有形固定資産計 2,085,875 25,545 92,598 2,018,822 1,069,269 40,604 949,553

無形固定資産        

借地権 15,652 － 15,652 － － － －

ソフトウェア 16,900 10,977 － 27,877 15,447 4,149 12,429

電話加入権 3,112 － － 3,112 － － 3,112

無形固定資産計 35,664 10,977 15,652 30,990 15,477 4,149 15,542

長期前払費用 2,169 － － 2,169 1,129 532 1,039

（注）当期増加額・減少額のうち主なものは次のとおりであります。

建物 減少額 社宅 32,863千円

リース資産 減少額 山梨事業所 50,775千円
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【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高

(千円)
当期末残高

(千円)
平均利率

(％) 返済期限

短期借入金 450,000 450,000 2.22 －

短期株主借入金 440,060 432,724 1.85 －

１年以内に返済予定の長期株主借入金 112,800 119,400 1.87 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期株主借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。）
646,900 527,500 1.85 平成21年～25年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除

く。）
－ － － －

計 1,649,760 1,529,624 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利子率を記載しております。

２．長期株主借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の決算日後５年内の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期株主借入金 120,000 120,000 120,000 120,000

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 23,646 2,350 1,990 1,461 22,545

賞与引当金 21,500 23,500 21,500 － 23,500

役員退職慰労引当金 320 － － 320 －

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額であります。

　２．退任役員の受領辞退による取り崩しであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,493

預金  

当座預金 200,913

普通預金 17,581

別段預金 1,010

小計 219,505

合計 220,998

ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

ユアサ商事㈱ 103,102

カツヤマキカイ㈱ 77,583

㈱山善 71,521

エクセン㈱ 28,668

新和企業㈱ 21,237

その他 279,492

合計 581,605

期日別内訳

期日 金額（千円）

平成20年４月 110,994

　　　　５月 151,909

　　　６月 121,075

　　　７月 149,180

　　　８月 44,287

　　　９月 4,159

　　　10月以降 －

合計 581,605

ハ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱山善 64,074

カツヤマキカイ㈱ 46,444

㈱三共 42,981

㈱ＩＨＩ 38,209
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相手先 金額（千円）

ユアサ商事㈱ 37,984

その他 331,906

合計 561,601

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A)+(B)

× 100

(A) + (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

675,862 3,278,584 3,392,846 561,601 85.80 69.07

（注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ．製品

品目 金額（千円）

ウインチ 207,420

荷揚機 8,292

コンベヤ 838

バランサ 1,942

合計 218,494

ホ．仕掛品

品目 金額（千円）

バランサ 27,959

ロボット 24,719

ウインチ 1,020

合計 53,699

ヘ．原材料

品目 金額（千円）

ウインチ 334,783

荷揚機 34,855

ＫＢＫ 3,137

ゴンドラ 28

バランサ 116,185

ロボット 25,272

合計 514,263

②　流動負債

イ．支払手形
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相手先別内訳

相手先 金額（千円）

轍精工㈱ 39,349

東芝産業機器システム㈱ 35,210

スギテック工業㈱ 30,487

㈲明成ロープ 22,827

春日電機㈱ 18,757

その他 328,610

合計 475,244

期日別内訳

期日 金額（千円）

平成20年４月 121,189

　　　５月 123,492

　　　６月 95,538

　　　７月 135,022

合計 475,244

ロ．買掛金

相手先 金額（千円）

轍精工㈱ 20,790

㈱高添製作所 5,052

東芝産業機器システム㈱ 4,688

㈱神保製作所 4,308

スギテック工業㈱ 3,781

その他 76,835

合計 115,455

③　固定負債

イ．退職給付引当金

区分 金額（千円）

未積立退職給付債務 262,702

会計基準変更時差異の未処理額 △44,916

未認識数理計算上の差異 4,221

過去勤務債務の未処理額 △5,592

合計 216,415

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

株券の種類

１株券、５株券、１０株券、５０株券、１００株券、５００株券

１，０００株券、５，０００株券、１０，０００株券、及び１，０００株未

満の株数を表示をした株券

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １,０００株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、並びに取得請求権付株式の取得

を請求する権利及び募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】
１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第89期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月26日関東財務局長に提出。

(2）半期報告書

第90期中（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月14日関東財務局長に提出。

(3) 有価証券報告書の訂正報告書

平成19年10月10日関東財務局長に提出。

事業年度（第89期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成１９年６月２６日

ト ー ヨ ー コ ー ケ ン 株 式 会 社

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　石　田　信　一

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　小　川　幸　伸

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているトーヨーコーケ

ン株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、トーヨーコーケン

株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年６月25日

トーヨーコーケン株式会社  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 石田　信一　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小川　幸伸　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

トーヨーコーケン株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第90期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、トーヨーコー

ケン株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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